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研究成果の概要： 
衛星本体や衛星の搭載部品が持つ磁気の帯磁は、地球磁場との相互作用によって衛星の姿勢を

変化させる他、搭載機器への磁気的影響により機器の動作を阻害する場合もある。従って、搭

載部品の帯磁量を打ち上げ前に計測し、飛翔体として適合するかどうかの試験を実施し、大き

い場合は消磁などの対策をとる。本研究は、部品の帯磁量を高精度で計測できるポータブル式

磁気モーメント計測装置の開発と精密測定を行なって、実際の衛星部品の磁化低減に寄与した。 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
２００７年度 2,000,000 600,000 2,600,000 

２００８年度 700,000 210,000 910,000 

年度  

年度  

  年度  

総 計 2,700,000 810,000 3,510,000 

 
 
研究分野：工学 

科研費の分科・細目：総合工学・航空宇宙工学 

キーワード：磁気モーメント  EMC 磁気試験  帯磁  磁場計測 フラックスゲート磁力計   

 
１．研究開始当初の背景 

人工衛星搭載機器や衛星本体が持つ残留
磁気や機器に電流が流れることによって発
生する電流磁場や地球磁場による誘導磁場
は、搭載機器やセンサに電磁的影響を及ぼし、
機器の動作を阻害する。殆どの人工衛星が高
度 300km～2000km程度の低高度軌道を周回す
るが、この領域の地球磁場は地表面上の 2/3
程度にしか減少しないため、衛星の残留磁気
モーメントと地球磁場との相互作用によっ
て生じる磁気トルクが、衛星の姿勢の変化を
引き起こす。特に近年多く打ち上げられる小
型衛星は、磁気トルクによる姿勢変動が生じ、

姿勢制御システムが効かなくなるトラブル
が多発している。更に小型衛星は高密度で機
器が搭載されているため、残留磁気によって
機器の動作を阻害し、磁気雑音によって観測
ができなくなる場合が生じる。このため衛星
打ち上げ前には電磁環境適合性（EMC）試験
として、機器や衛星本体の持つ磁気モーメン
トが精密計測し、大きな帯磁量のある場合は
消磁対策や、消磁できない部品にはキャンセ
ル磁石を配置したりする対策を取らなけれ
ばならない。打ち上げる衛星は最小限の磁化
状態で打ち上げることが義務付けられてき
たが、これまでの日本における EMC 磁気試験



は、その測定方法や計測技術が確立されてお
らず、測定精度も十分ではなく、多くの人数
と時間が必要であった。以上の理由で効率的
に計測する方法の確立が望まれていること
が本研究の背景である。 
欧米においても機器の持つ残留磁気計測の
重要性は大きく、衛星工学での高精度計測も
重要視されている。しかし、NASA および ESA
の磁気遮蔽室などの設備や解析方法に関す
る公表文献はあるが、宇宙機器の磁気モーメ
ント計測方法やデータに関した論文の公表
は皆無で、NASA においては機密的要素もあり、
非公開事項となっている。日本国内での衛星
機器の磁気試験では、JAXA の磁気遮蔽室を利
用して手動で計測し、中心双極子磁気モーメ
ント量を手計算しているのが現状であった
が、当研究は少人数、短時間かつ高精度に行
うシステムの構築で、独創的な特徴である。 
 
２．研究の目的 

当研究では、機器の持つ磁気モーメントを
非磁性の回転台に載せ、水平軸と垂直軸によ
る２軸の回転を与えることと距離の異なる
２台のフラックスゲート磁力計によって、全
球面的な方向での磁場の強さを計測してリ
アルタイムで機器の持つ磁気モーメントの
強さ、方向および位置を高速かつ高精度で算
出するシステムを完成させる。これまでにあ
る程度のアルゴリズムや装置の開発が進ん
でおり、衛星本体や機器の残留磁気量の計測
を行なっているが、小型衛星用の小さなセン
サや部品、材料のような小型の試料の計測に
は装置が大きすぎて適していない。そのため
平成１９年度には小型ポータブルな磁気モ
ーメント計測装置を新たに製作し、簡単に高
速計測できるシステムとして完成させるこ
とを目的とする。 

目標とする計測精度は、大型の高精度測定
システムでは、磁気遮蔽室内で 0.001Am2を目
指す。また、磁気遮蔽室のない環境でポータ
ブルな計測装置では 0.01Am2 を実現すること
を目指す。また、衛星に搭載予定の実機器を
用いた残留磁気の測定実験や衛星本体の帯
磁量計測を行って、このシステムの計測精度
の評価を行う。 
 
３．研究の方法 

水平まわりの（垂直軸）回転大台の上に載
せたもう1軸の(水平軸)回転小台に回転を与
えると、回転小台に載せた機器は、全球面的
な方向を向いて回転する。これらの仰角と方
位角の角度はエンコーダーで自動的に読み
取ってコンピュータに入力する一方、この回
転台中心から遠近の２箇所の距離に配置し
た３軸フラックスゲート磁力計が機器から
の磁場変動を計測し、コンピュータに同時入
力する。これにより機器の周囲の球面的な方
向でかつ２種の距離で測定される磁場の強
さが計測され、コンピュータによりリアルタ
イムで機器の持つ磁気モーメントの強さ、方
向および中心位置を計算する。アルゴリズム
は、位置が異なる複数の双極子が存在する機
器を高次のガウス係数を用いた、磁気ポテン
シャル計算で解析する。 

機器の持つ磁気は、向きや強さがまちまち
の複数の双極子磁石が存在していると近似
できるが、正確には双極子では表現できない。
また、衛星機器の磁場発生源は、永久磁石、
金属の帯磁、誘導磁界、電流ループなどによ

る発生磁界で、これまでの中心双極子近似で
は不十分であるため、高次の球調和関数で近
似するアルゴリズムを開発する。また計測装
置は非磁性材料を用いた特殊な２軸の回転
台で、全球面的な方向を変え、変動する角度
は自動的に読み取ってコンピュータ入力す
る。これは衛星機器の帯磁量を計測するだけ
でなく、一般機器や電化製品、材料、部品の
帯磁量の精密計測や磁気環境管理などに大
きな有効性がある。わが国のこれまでの衛星
搭載機器の磁気試験ではおよそ1点の機器の
計測に平均 4 名が 30 分を要しており（120
分人）、磁気モーメント計測精度も 0.1Am2程
度と、高精度観測ミッションへの要求精度で
ある 0.01Am2には 1 桁の不十分さがあった。
また、衛星ごとに試行錯誤的に異なった方法
で計測が行われており、計測システムが確立
されていなかった。当該研究の計測システム
は、試験的実験では 2 名が 2 分（4 分人）で
1 点の機器の残留磁気モーメントをリアルタ
イムに計測できる見込みであり、30 倍の人的
時間的効率化が実現できる。しかも高次の球
調和関数で近似するアルゴリズムで解析し
て、精度を２桁向上させることが出来る。 
 
４．研究成果 
（１）大型観測衛星・搭載機器の帯磁量計測
結果 
①天文衛星 ASTRO-F のＸバンド変調器
(XMOD)とＳバンドテレメータ(TMS)の磁気モ
ーメント計測を、電源 On、Off およびアース
線の有無について行い、電源 Off 時にはどち
らの機器も 0.05[Am2]以下の磁気モーメント
で設計要求を満たしており、電源 On の場合
にも TMS は磁気モーメントが変化しなかっ
た。一方で、XMOD は電源 On によって磁気モ
ーメントが約２倍となり、アース線の有無に
よっても約 1.5 倍の変化があった。XMOD は
磁力計センサ部から 100mm 以内の最も近い
場所に搭載される機器でもあり、噛合せ試験
における磁力計のノイズは XMOD が原因であ
ることが判明した。また、アース線の有無に
よる磁気モーメントの変化は、XMOD 筐体へ
電流が流れていることを示しており、電源供
給ラインのリターン電流が入力電流に対し
て小さいことからも裏付けられた。アース線
の無い状態でも発生磁場が大きいことから、
計測結果を用いて磁場分布図を作成し、磁場
発生源の特定や、設置位置の検討を行った。 
この計測で、電源 On 時の計測が可能であり、
0.01[Am2]の計測精度があることから、電源
On、Off の磁気モーメントの違いを検出する 
ことが出来た。 
地球磁気圏観測衛星や火星探査衛星などで
のＥＭＣ試験において、地上での計測結果と
飛翔中のデータ解析結果が一致しないとい
う問題が指摘されていたが、今回の結果か 
ら、その原因の一つの要因を見つけ出すこと
が出来た。 
②姿勢制御機器（Reaction Wheel） 
駆動にはリニアモータが用いられており、大
きな磁場ノイズを発生することが懸念され
ていたが、ホイール回転中に外部からトルク
を掛けるとホイール軸受けにダメージを与
えることから、計測することができなかった。
今回のシステムで、初めてホイール回転中の
磁気モーメントを計測した。MUSES-C に実際
に搭載されたもので、計測結果は、回転中は



ケースの磁気モーメントのみが計測されて
おり、ローターとケースの磁気モーメントを
識別することができた。加減速時の磁場を固
定点に設置した磁力計で連続的に計測した
結果、回転速度の増加に伴い磁場の値が減少
するのは磁力計の周波数応答が追従できな
いためである。一方で、加減速開始時に懸念
されたリニアモータからの漏洩磁場は検出
されていないことが、計測により確認された。
今回初めて回転中リアクションホイール 
の磁気モーメント計測に成功し、ホイールの
停止位置によって発生磁場の大きさと方向
が変化することがわかった。 
実際の衛星搭載機器の観測によって、このシ
ステムが磁気モーメント計測に非常に有効
であることが示された。磁場発生源の特定が
可能となった。また、今まで難しかった機器 
動作時の磁気モーメント計測が可能となっ
たことで、実際の運用状態に近い状態での磁
場が計測でき、飛翔中の影響推定に大いに役
立つことが期待される。このシステムの主要
な結果をまとめると、以下のようになる。 
▪ 1 回の測定に対して２分以内で計測が可

能である。 
▪ 0.01[Am2]以下の計測精度があり、磁場発

生源の影響推定が可能である。 
▪ 機器動作中の磁気モーメントが計測でき、

停止時と同様の信頼性の高い結果が得ら
れる。 

 
（２）ポータブル磁気モーメント測定装置の
開発結果 

衛星搭載機器の開発途中段階で、開発現場
に持ち込んで残留磁気を計測することを目
的としてポータブル磁気モーメント測定装
置を製作した。この装置は、水平に回転する
回転台と２軸のフラックスゲート磁力計か
らなる計測部と、磁力計データの回路部と回
転台制御装置を持つ測定部の２つの機器で
構成される。回転台は回転速度を 1～
8sec/rev の間で変化させることができ、3.6
度毎に回転角を検出する。磁力計は、一般実
験室環境下での計測を可能とするため、測定
範囲±70,000nT、分解能 0.01nT のストレー
トコア２成分フラックスゲート型を採用し
た。 
磁気シールド施設のない、通常の実験室や

作業場に測定装置を持ち込んで残留磁気を
計測することを想定して、解析方法を開発し
た。通常±100nT 程度ある実験室内磁気変動
をあらかじめ計測し、その変動周波数に含ま
れない回転速度に設定した後、複数回転を行
って計測した結果を統計的に処理すること
で、磁気変動の影響を受けずに、0.005[Am2]
の精度で磁気モーメントを解析可能とした。 
本システムは、大学内だけでなく、他の研

究機関や衛星開発現場に持ち込んで、さまざ
まな磁場環境において使用したが、計測精度
を同様に確保できるシステムであることを
確認した。 
 
（３）小型衛星搭載機器・部品の磁気モーメ
ント計測結果 

ソラン株式会社、東海大学、株式会社ウェ
ルリサーチによる三者共同開発の小型人工
衛星「かがやき」において、設計段階から残
留磁気管理を導入し、各開発段階の必要に応
じて搭載機器、搭載部品の磁気モーメント計
測を行った。計測は、ポータブル磁気モーメ

ント測定装置を用い、開発現場に測定装置を
持ち込んで計測を行った。 
①組立工具、冶具の帯磁量計測・管理 
人工衛星搭載機器の組み立てでは、部品の

着磁を防ぐため、組み立てに用いる工具、冶
具に非磁性のものを使用することが望まし
い。しかし、低コスト小型衛星の場合には、
非磁性材料を使った高価な人工衛星製作専
用工具や専用冶具を調達することは、資金的
に困難な場合が多い。「かがやき」の開発で
は、ある程度磁性の少ない工具を調達し、ポ
ータブル磁気モーメント測定装置で残留磁
気を計測した上で、必要があれば消磁対策を
行って組立作業に使用するといった、工具、
冶具管理を行った。 
機器組み立て時には、残留磁気を測定し帯

磁がないことを確認した工具のみを使用す
ることにより、搭載機器の着磁を低減させた。 
②磁気モーメント管理基準の策定 
「かがやき」は 2.5m の伸展ブームを利用

した重力傾斜安定化方式による姿勢制御を
行う。そのためには、衛星残留磁気と地球磁
場による相互作用トルクを一定値以下に抑
え込むことが必須となる。「かがやき」の設
計仕様からコンピュータ上で姿勢制御シミ
ュレーションを行い、衛星全体の残留磁気量
が 0.3[Am2]を上回った場合、姿勢が不安定に
なることがわかった。この結果から、衛星残
留磁気低減目標値を 0.1[Am2]、部品・機器単
位の目標値を 0.01[Am2]と定めた。 
搭載機器の磁気管理を円滑に実施するた

め、磁石や軟磁性体使用の有無や残留磁気の
大きさにより３つに分類した。磁石を使用し
ているか、残留磁気が目標値以上である場合
をＡ類、軟磁性体を使用しているＢ類、磁石
も軟磁性体も使用しておらず残留磁気も目
標値以下のＣ類の３種類である。Ａ類、Ｂ類
に分類された機器は、設計の再検討、消磁対
策の実施を義務付けた。このように残留磁気
量を定量的に指定した磁気管理基準は、これ
までの低コスト小型衛星では行われていな
い。ポータブル磁気モーメント測定装置によ
り、開発段階または試作品段階で、開発現場
において短時間で残留磁気が計測可能とな
ったことで、このような定量的な磁気管理基
準の策定が可能となった。 
③搭載機器の磁気モーメント計測 
「かがやき」に搭載される 25 個の機器全

ての残留磁気をポータブル磁気モーメント
測定装置で計測した。Ａ類に分類された磁気
トルカは、開発段階で芯材のパーマロイのア
ニール処理（熱処理）の有無などによる残留
磁気の変化や交流消磁の効果などを測定し、
開発にフィードバックした。また、開発中の
計測では設計目標発生磁気モーメント
1.0[Am2]に対して、0.8[Am2]の発生磁気モー
メントとなっていることが計測により明ら
かになったため、直ちに供給電源系の見直し、
供給電流量の調整を行った。その結果、非動
作時には 0.01[Am2]以下の残留磁気となり、
動作時には 1.00[Am2]の磁気モーメントとな
るような磁気トルカの開発に成功した。 
N2 ガスボンベやバッテリーはＢ類に分類

されたため、試作品や予備品の磁気モーメン
ト計測を実施した。N2ガスボンベは、鋼板を
加工しニッケルメッキを施した物で、残留磁
気の面からは好ましくないが、安全面や性能
面を考慮して、残留磁気対策を実施して搭載
することとした。強磁性環境下に長時間さら



されると、個体により多少の差はあるが、
0.02[Am2]程度の残留磁気を持つことがわか
った。消磁装置を作成し、消磁をおこなうこ
とで、1/4 の 0.005[Am2]程度に低減された。
また、一度消磁を行ったボンベを通常磁場環
境中に一定時間置いた後に、再度残留磁気を
計測したが、残留磁気量の変化がないことを
確認した。バッテリー装置は NiMH 電池を使
用したモジュールとなっており、残留磁気が
大きくなる懸念があったため、試作品を複数
製作し、残留磁気測定を実施して、効果的な
電池配置を検討した。フライトモデル完成時
に再度残留磁気測定を行ったところ、７個の
バッテリーモジュールのうち、６個は基準を
満たしていることが確認された。サブバッテ
リーモジュールの一つが基準値の2.5倍に当
たる 0.025[Am2]の帯磁が計測されたため、消
磁装置による消磁を行い、基準値以下の
0.005[Am2]に低減させることができた。さら
に充放電前後での残留磁気変化を計測し、変
化がないことを確認した。 
④人工衛星全体の残留磁気計測 
「かがやき」完成後、磁気シールドルーム

内で高精度残留磁気計測システムを利用し
て、衛星全体の残留磁気計測を行い、目標値
の 1/3 以下となる 0.03[Am2]の残留磁気量を
達成した。この値は、姿勢制御要求の 1/10
以下の値であり、一辺 30cm サイズの衛星と
しては非常に小さい値が達成できた。 
⑤まとめ 
低コスト小型衛星において、衛星開発段階

から設計要求に残留磁気低減対策を含める
という試みは、姿勢制御、機器の正常動作に
とって非常に有効であることを示すことが
できた。このような、開発の全段階において
残留磁気を管理する対策を取るためには、磁
気シールドルームが不要で、小型で、持ち運
びが可能なポータブル型の磁気モーメント
磁気計測システムが非常に有効である。逆に、
このようなシステムが存在しない状況で残
留磁気低減対策を行うことは、非常に困難で
ある。そういった意味で、本研究で開発した
ポータブル型磁気モーメント計測システム
は、今後の小型衛星開発にとって重要なシス
テムであることが示されたといえる。 
また、衛星専用設計部品、専用組み立て工

具を使用しない、民生品を多用した低コスト
小型衛星開発では、消磁装置を使用し、適宜
消磁を行いながらの作業が有効であること
も示された。バッテリーモジュール開発では、
事前に十分な検証、磁石などの強磁性材料を
近づけないなどの配慮をしていたにも関わ
らず、７つのバッテリーモジュールの中の１
個が着磁したと思われる残留磁気量を示し
た。消磁装置で問題なく消磁ができ、かつそ
の後の帯磁が起こらなかったことからも、何
らかの理由で製作過程の中で着磁したもの
と予想される。この事実からも、事前の対策
だけでは不十分で、試作品の計測結果を設計
にフィードバックし、機器完成後も再度残留
磁気を確認計測することが必要である。それ
には、開発現場のすぐ横で、いつでも計測可
能なポータブル型磁気モーメント計測シス
テムが非常に効果的である。 
小型衛星搭載機器開発におけるポータブ

ル型磁気モーメント計測システムの有効性
をまとめると以下のようになる。 
・持ち運びが容易で、机 1個分のスペースが

あれば計測ができる。 

・一般環境下で 0.005[Am2]の精度で磁気モー
メントが計測できる。 

・１回の測定が２分以内で可能である。 
・工具・治具などの着磁確認に有効である。 
・設計段階での試作品を短時間で計測できる

ため、設計にフィードバックできる。 
・単体での残留磁気管理容易に行えるように

なり、衛星全体の磁気モーメント低減に非
常に効果的である。 
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